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特別養護老人ホーム麗峰苑 

指定短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護重要事項説明書 

（令和７年３月１日 現在） 

 

 事業者は利用者に対して指定短期入所生活介護サービス及び介護予防短期入所生活介護

サービスを提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただき

たいことを次のとおり説明します。 

 

１．サービスを提供する事業者 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 松実会 

本 部 所 在 地 岩手県滝沢市鵜飼狐洞１番地１６２ 

電 話 番 号 ０１９－６０１－２５１５ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０１９－６０１－２５１６ 

ホ ー ム ペ ー ジ https://shoujitsukai.or.jp 

メ ー ル ア ド レ ス E-mail:honbu_0625@shoujitsukai.or.jp 

代 表 者 氏 名 理事長  瀬田 斉 

法 人 設 立 年 月 日 平成１１年６月２５日 

 

２．サービスを提供する事業所 

(1)事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 
特別養護老人ホーム麗峰苑 

指定短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護 

事 業 所 所 在 地 岩手県八幡平市平舘第１３地割１番地１ 

電 話 番 号 ０１９５－６４－１１２０ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０１９５－６４－１１２１ 

メ ー ル ア ド レ ス E-mail:reihouen@shoujitsukai.or.jp 

管 理 者 氏 名 高宮 征宏 

通 常 の 送 迎 

の 実 施 地 域 
事業所より片道３０㎞以内とします。 

指 定 年 月 日 平成１５年４月５日 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
岩手県０３７２１００８６７号 

(2)事業の目的及び運営方針 

事 業 の 目 的 

事業所の職員が、要介護状態(介護予防にあっては要支援状態)

の高齢者（以下「利用者」という。）に対し、適正な指定短期入

所生活介護等を提供することを目的とします。 

運 営 方 針 

１ 指定短期入所生活介護等の提供に当たっては、利用者一人一

人の意思及び人格を尊重し、利用者の居宅における生活と利用

中の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニット

において利用者が相互に社会的関係を築き、自立的な日常生活
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を営むことを支援することにより、利用者の心身の機能維持の

並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るも

のとします。 

２ 利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護

状態となることの予防に資するよう、その目標を設定し、計画

的に行うものとします。 

３ 利用者の意志及び人格を尊重し常にその方の立場にたって

サービスの提供に努めるものとします。 

４ 地域との結びつきを重視し、関係市町村、居宅介護支援事業

者、介護予防支援事業所、他の居宅サービス事業所その他の保

健医療サービス及び福祉サービスとの連携を図り、総合的なサ

ービスの提供に努めるものとします。 

(3)施設概要 

建物の構造 鉄骨２階建て（耐火建築物） 

敷地面積 

(延べ床面積) 

１６，８８４.４９㎡ 

(３，７５７.８４㎡) 

開設年月日 平成１５年４月５日 

入所定員 ６０名 

(4)主な設備等 

居室数 個室６０室（夫婦部屋あり） 

食堂兼談話室 ８室 

医務室 １室 

浴室 一般浴槽、特殊浴槽 

地域交流スペース １室 

(5)ユニットの数及びユニットごとの入所定員 

階 ユニット名 定  員 ユニット名 定  員 

1階 
八幡平１丁目 

八幡平２丁目 

７名 

８名 

七時雨１丁目 

七時雨２丁目 

７名 

８名 

２階 
岩手山１丁目 

岩手山２丁目 

７名 

８名 

姫神山１丁目 

姫神山２丁目 

７名 

８名 

☆入所者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により施設でその

可否を決定します。また、入所者の心身の状況により居室を変更する場合があります。その

際には、入所者やご家族等と協議のうえ決定します。 
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３．職員の配置状況 

  施設では、入所者に対して指定介護福祉施設サービスを提供する職員として、以下の職

種の職員を配置しています。 ※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

＜主な職員の職務内容及び配置状況＞ 

職 職務内容 人員数 

施設長 
施設の職員の管理、業務の実施状況の把握その

他の管理を一元的に行います。 
１名 

嘱託医師 
入所者に対して、健康管理及び療養上の指導を

行います。 
１名 

生活相談員 
入所者の入退所、生活相談及び援助の計画立

案、実施に関する業務を行います。 
１名 

看護職員 
入所者の看護、健康管理及び医師の診察補助、

施設の衛生管理等の業務を行います。 
３名以上 

介護職員 
入所者に対し必要な介護および世話、支援を行

います。 
３５名以上 

管理栄養士 
食事の献立、栄養計算等入所者に対する栄養指

導等を行います。 
１名 

介護支援専門員 
適切なサービスが提供されるよう介護計画を

作成します。 
１名以上 

機能訓練指導員 
入所者の機能回復、機能維持及び予防に必要な

訓練を行います。 
１名以上 

事務職員 施設内の庶務及び会計事務を行います。 １名 

運転手 通院等、入所者の送迎を行います。 １名 

宿直員 日当直業務を行います。 ２名以上 

＜主な職種の勤務の体制＞ 

Ａ 

施設長 

事務職員 

生活相談員 

介護支援専門員 

管理栄養士 

・日  勤   ８時３０分～１７時１５分 

        （月～金曜日（祝祭日は除く）） 

・半日勤務   ８時３０分～１２時３０分 

        （土曜日（第２、３は除く）） 

※法人の１カ月単位の変形労働時間制による半日勤務有 

Ｂ 看護職員 
別表参照 

※法人の１カ月単位の変形労働時間制による半日勤務有 

Ｃ 介護職員 
別表参照 

※法人の１カ月単位の変形労働時間制による半日勤務有 

４．サービス内容及び費用 

(1) 提供するサービスの内容について 

指定短期入所生

活介護サービス

及び介護予防短

期入所サービス

計画の立案 

１ 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した居宅サービス計画

（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等のアセス

メントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス内容を定め

た短期入所生活介護計画または介護予防短期入所生活介護計画を

作成します。  
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２ 短期入所生活介護計画または介護予防短期入所生活介護計画の

作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対し

て説明し、利用者の同意を得ます。  

３ 短期入所生活介護計画または介護予防短期入所生活介護計画の

内容について、利用者の同意を得たときは、短期入所生活介護計

画介護予防短期入所生活介護計画書を利用者に交付します。  

４ それぞれの利用者について、短期入所生活介護計画または介護予

防短期入所生活介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の

達成状況の記録を行います。 

利用者居宅への

送迎 

事業者が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所までの間の

送迎を行います。 

食 事 

利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、個々の利用者の栄養状態

に応じた栄養管理を行い、摂食・嚥下機能その他の利用者の身体状

況に配慮した適切な食事を提供します 

（食事時間）概ね 

朝食７時５０分～、昼食１２時００分～、夕食１８時００分～頃

からとなります。 

入 浴 

１ １週間に２回以上、事前に健康管理を行い、入浴の提供又は清

拭を行います。 

２ 寝たきりの状態であっても、特殊機械浴槽を使用して入浴する

ことができます。 

排 泄 
排泄の自立を促すため、利用者の身体能力を最大限活用した援助を

行います。 

機 能 訓 練 

１ 利用者の心身等の状況に応じて、日常生活を営むために必要な

機能の減退を防止するための訓練を実施します。 

２ 利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌

唱、体操などを通じた訓練を行います。 

栄 養 管 理 
栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、各利用者の状態に応じた栄養管理を行います。 

口腔衛生の管理 

利用者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことが

できるよう、各利用者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行

います。 

その他自立への

支援 

利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提供し

ます。 

(2) 職員の禁止行為 

サービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

② 利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保護

するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑤ その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 
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(3) 提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

要介護度 基本単位 
利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

要支援１ ５２９ ５２９円 １，０５８円 １，５８７円 

要支援２ ６５６ ６５６円 １，３１２円 １，９６８円 

要介護１ ７０４ ７０４円 １，４０８円 ２，１１２円 

要介護２ ７７２ ７７２円 １，５４４円 ２，３１６円 

要介護３ ８４７ ８４７円 １，６９４円 ２，５４１円 

要介護４ ９１８ ９１８円 １，８３６円 ２，７５４円 

要介護５ ９８７ ９８７円 １，９７４円 ２，９６１円 

(4)長期利用の適正化について 

連続して３０日を超えて当事業所を利用された場合、３１日以降の料金は以下のとおり

となります。 

 減算適用後 

(３１日～６０日) 

減算適用後 

(６１日以降) 

連続３１日以上サー

ビス提供した場合 

 基本単位 負担額 基本単位 負担額 基本単位 負担額 

要支援１ - - - - ５０３ ５０３円 

要支援２ - - - - ６２３ ６２３円 

要介護１ ６７４ ６７４円 ６７０ ６７０円 - - 

要介護２ ７４２ ７４２円 ７４０ ７４０円 - - 

要介護３ ８１７ ８１７円 ８１５ ８１５円 - - 

要介護４ ８８８ ８８８円 ８８６ ８８６円 - - 

要介護５ ９５７ ９５７円 ９５５ ９５５円 - - 

 ※負担額欄に記載された料金は、負担割合が１割負担の方の場合の１日当たりの料金で

す。 

(4) 加算料金 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算 基本単位 
利用者負担割合 

備考 
１割 ２割 ３割 

生活機能向上

連携加算(Ⅰ)  
１００ １００円 ２００円 ３００円 

１ 月 に つ き

（原則 3 月に

1回を限度） 

生活機能向上

連携加算(Ⅱ) 
２００ ２００円 ４００円 ６００円 

１ 月 に つ き 

(個別機能訓

練加算算定の

場合は（Ⅰ）で

はなく（Ⅱ）を

算定。この場

合の（Ⅱ）は

100単位) 
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機能訓練体制

加算 
１２ １２円 ２４円 ３６円 １日につき 

個別機能訓練

加算 
５６ ５６円 １１２円 １６８円 １日につき 

看護体制加算

（Ⅰ） 
４ ４円 ８円 １２円 １日につき 

看護体制加算

（Ⅱ） 
８ ８円 １６円 ２４円 １日につき 

看護体制加算

(Ⅲ)イ 
１２ １２円 ２４円 ３６円 １日につき 

看護体制加算

(Ⅲ)ロ 
６ ６円 １２円 ２４円 １日につき 

看護体制加算

(Ⅳ)イ 
２３ ２３円 ４６円 ６９円 １日につき 

看護体制加算

(Ⅳ)ロ 
１３ １３円 ２６円 ３９円 １日につき 

医療連携強化

加算 
５８ ５８円 １１６円 １６８円 １日につき 

看取り連携体

制加算 
６４ ６４円 １２８円 １９２円 １日につき 

夜勤職員配置

加算Ⅳ 
２０ ２０円 ４０円 ６０円 

１日につき 

※介護予防は

除く 

認知症行動・心

理症状緊急対

応加算 

２００ ２００円 ４００円 ６００円 
１日につき(7

日間を限度) 

若年性認知症

利用者受入加 

算 

１２０ １２０円 ２４０円 ３６０円 １日につき 

送迎加算 １８４ １８４円 ３６４円 ５５２円 

送迎を行った

場合(片道に

つき) 

緊急短期入所

受入加算 
９０ ９０円 １８０円 ２７０円 

１日につき(7

日間を限定） 

療養食加算 ８ ８円 １６円 ２４円 

１回につき(1

日 3 回を限

度） 

口腔連携強化

加算 
５０ ５０円 １００円 １５０円 １回につき 

在宅中重度者

受入加算 
４２１ ４２１円 ８４２円 

１２６３

円 

１ 日 に つ き 

(看護体制Ⅰ

又 は Ⅲ の 場
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合) 

４１７ ４１７円 ８３４円 
１２５１

円 

１ 日 に つ き 

(看護体制Ⅱ

又 は Ⅳ の 場

合) 

４１３ ４１３円 ８２６円 
１２３９

円 

１ 日 に つ き 

(看護体制Ⅰ

もしくはⅢと

ⅡもしくはⅣ

の場合) 

４２５ ４２５円 ８５０円 
１２７５

円 

１ 日 に つ き 

(看護体制加

算無の場合) 

認知症専門ケ

ア加算(Ⅰ) 
３ ３円 ６円 ９円 １日につき 

認知症専門ケ

ア加算(Ⅱ) 
４ ４円 ８円 １２円 １日につき 

サービス提供

強化加算Ⅰ 
２２ ２２円 ４４円 ６６円 １日につき 

介護職員処遇

改善加算Ⅰ 

所 定 単 位

数 の

14/100 

左記の 1割 左記の 2割 左記の 3割 

基本サービス

費 に 各 種 加

算・減算を加

えた総単位数

（ 所 定 単 位

数） 

 

【加算料金について】 

加算 加算の説明内容(概要) 

生活機能向上連携

加算(Ⅰ) 

指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等の助言に基づ

き当事業所の機能訓練指導員、介護職員等が共同で身体状況の

評価及び個別機能訓練計画の作成と、計画に沿った機能訓練を

提供した場合に算定します。 

生活機能向上連携

加算(Ⅱ) 

指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等が事業所を訪

問し、事業所の機能訓練指導員、介護職員等と共同で身体状況

の評価及び個別機能訓練計画の作成と、計画に沿った機能訓練

を提供した場合に算定します 

機能訓練体制加算 

専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサー

ジ指圧師、はり師又はきゅう師を配置している場合に算定しま

す。 

個別機能訓練加算 
理学療法士等が個別機能訓練計画に基づき計画的に機能訓練

を行った場合に算定します。 
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看護体制加算 
看護職員の体制について人員配置基準を上回る体制をとって

いる場合に算定します。 

医療連携強化加算 

急変の予想や早期発見のため看護職員による定期的な巡視や

主治医と連絡がとれない場合等における対応の取り決めを事

前に行っている場合に、厚生労働大臣が定める状態に適合する

利用者に対して算定します。 

看取り連携体制加

算 

看護体制加算を算定する体制を確保し、利用者の同意を得たう

えで、看取り介護を行った場合に算定します。 

夜勤職員配置加算 
夜間及び深夜の時間帯について手厚い人員体制をとっている

場合に算定します。 

認知症行動・心理症

状緊急対応加算 

医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生

活が困難であり、緊急に指定短期入所生活介護を利用すること

が適当であると判断した利用者に対し、サービスを提供した場

合に算定します。 

若年性認知症利用

者受入加算 

若年性認知症（40歳から 64歳まで）の利用者を対象に指定短

期入所生活介護を行った場合に算定します。 

送迎加算 
利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎が必要と認

められる利用者に対して送迎を行った場合に算定します。 

緊急短期入所受入

加算 

居宅サービス計画において計画的に位置づけられていない指

定短期入所生活介護を緊急に行った場合に、７日間を限度とし

て算定します。 

療養食加算 

疾病治療のため医師の発行する食事箋に基づき糖尿病食、腎臓

病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、

痛風食及び特別な場合の検査食を提供した場合に算定します。 

口腔連携強化加算 

事業所の職員が、口腔の健康状態の評価を実施し、利用者の同

意を得て、歯科医療機関および介護支援専門員に対し、評価結

果を情報提供した場合に算定します。 

在宅中重度受入加

算 

事業所において利用者が利用していた訪問看護事業所に利用

者の健康上の管理等を行わせている場合に算定します。 

認知症専門ケア加

算 

日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められ

る認知症の利用者に対して、専門的な認知症ケアを行った場合

に算定します。 

サービス提供体制

強化加算Ⅰ 

厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け出

た事業所が、利用者に対して短期入所生活介護または介護予防

短期入所生活介護を行った場合に算定します。 

介護職員処遇改善

加算 

介護職員等特定処

遇改善加算 

介護職員等ベース

アップ等支援加算 

介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護

職員等ベースアップ等支援加算は、介護職員等の処遇を改善す

るために賃金改善や資質の向上等の取り組みを行う事業所に

認められる加算です。介護職員処遇改善加算、介護職員等特定

処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等支援加算は、区分

支給限度基準額の対象外となります。 

※事業所の体制変更などにより、加算内容を変更する場合があります。加算の算定の有無に
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より利用負担額が増減します。変更になる場合は、事前に内容を説明しますので、ご同意

願います 

 

４．その他の費用 

送迎費 

利用者の居宅が、通常の送迎の実施地域以外の場合、運営規程の定

めに基づき、送迎に要する費用の実費を請求いたします。 

① 通常の実施地域を超えた地点から片道１０㎞以内 

１，０００円 

② ①に掲げる地域を超える場合は、契約時に送迎する費用につい

て提示の上、実費を請求いたします。 

食費 
朝食５００円、昼食６５０円、夕食６００円とし、１食単位で費用

の支払いを受けるものとします。 

居住費（滞在費） ２，０６６円／日 

理美容代 実費 

行事、レク活動材

料費 
実費 

日常生活上必要

となる諸経費 

実費（日常生活品の購入や教養娯楽に要する費用で、利用者に負担

いただくことが適当であるものにかかる費用を負担いただきます） 

 

【食費・居住費について】 

介護保険負担限度額認定書の交付を受けた方は、当該認定書に記載されている負担限度

額（下記表に掲げる額）となります。 

利用者負担段階 
居住費（滞在費） 食費 合計 

負担限度額 負担限度額 利用者負担額 

第１段階 ８８０円／日 ３００円／日 １，１８０円／日 

第２段階 ８８０円／日 ６００円／日 １，４８０円／日 

第３段階① １，３７０円／日 １，０００円／日 ２，３７０円／日 

第３段階② １，３７０円／日 １，３００円／日 ２，６７０円／日 

第４段階 ２，０６６円／日 １，７５０円／日 ３，８１６円／日 
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５．支払い方法 

① 利用料、利用者

負担額（介護保

険を適用する場

合）、その他の費

用の請求方法等 

ア 利用料利用者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の

費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額

により請求いたします。 

イ 上記に係る請求書は、利用月の翌月１０日(１０日が休日の場

合は翌日)までに利用者あてにお届け（郵送）します。 

② 利用料、利用者

負担額（介護保

険を適用する場

合）、その他の費

用の支払い方法

等 

 

ア サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の利用者控

えと内容を照合のうえ、請求月の２０日までに、下記のいずれ

かの方法によりお支払い下さい。 

(ア)事業者指定口座への振り込み 

(イ)窓口での現金支払い（平日 9：00～17：00） 

イ お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領

収書をお渡ししますので、必ず保管されますようお願いしま

す。（医療費控除の還付請求の際に必要となることがありま

す。） 

【指定口座】 

銀行 北日本銀行 

支店 青山町支店 

口座番号 普通預金口座 ３１０６７１２ 

口座名 社会福祉法人松実会 理事長 瀬田 斉（セタ ヒトシ） 

 

６.サービスの提供にあたって 

（1） サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者

の住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（2） 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申

請が行われるよう必要な援助を行います。また、居宅介護支援が利用者に対して行わ

れていない等の場合であって、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、

遅くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされる

よう、必要な援助を行うものとします。 

（3） 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基

づき、利用者及び家族の意向を踏まえて、｢短期入所生活介護計画｣を作成します。な

お、作成した「短期入所生活介護計画」は、利用者又は家族にその内容を説明いたし

ますので、ご確認いただくようお願いします 

（4） サービス提供は「短期入所生活介護計画｣に基づいて行います。なお、「短期入所生活

介護計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更す

ることができます 

（5） 短期入所生活介護従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべ

て当事業者が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充

分な配慮を行います。 
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７．サービスの利用にあたっての留意事項 

①利用者又はその家族は、体調の変化があった際には事業所の職員にご一報ください。 

②利用者は、事業所内の備品や器具を利用される際、必ず職員に声をかけてください。 

③事業所内での金銭及び食べ物等のやりとりは、ご遠慮ください。 

④職員に対する贈り物や飲食のもてなしは、お受けできません。 

 

８．虐待の防止について 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次の掲げるとおり必要な措

置を講じます。 

① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について職

員に周知徹底を図っています。 

② 虐待を防止するための指針を整備しています。 

③ 職員に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています 

④ サービス提供中に、職員又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）か

ら虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに市町村に通知しま

す。 

⑤ 虐待防止責任者を定めます。 

 

９．身体拘束について 

  事業所は、原則として利用者に対して身体拘束は行いません。ただし、自傷他害等のお

それがある場合等、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられ

る場合は、利用者及び身元引受人に対して説明し同意を得たうえで、次の①～③に掲げる

ことに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行

った日時、理由及び態様等について記録します。また、事業所として身体拘束廃止の取り

組みを積極的に行っています。 

①緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体

に  危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

②非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が

及ぶことを防止することができない場合に限ります。 

③一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくな

った場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

１０.ハラスメント対策について 

事業所は、職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメン

トの防止に向け取り組みます。 

(1)事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範

囲を超える下記の行為は組織として許容しません。 

①身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

②個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

③意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

 上記は、当該法人職員、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等が対象となります。 

(2)ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議
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等により、同時案が発生しない為の再発防止策を検討します。 

(3)職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。ま

た、定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握に努め

ます。 

(4)ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善

に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

１１．緊急時の対応について 

サービスの提供中に、利用者が容態の変化等で医療を必要とする場合は、速やかに主事

の医師や協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じます。 

主 治 医 

医療機関名： 

氏   名： 

電 話 番 号： 

 

１２.協力医療機関等 

事業者は、下記の医療機関や歯科医療機関に協力をいただき、利用者の状態が急変した

場合等には、速やかに対応お願いするようにしています。 

①協力医療機関 

医 療 機 関 の 名 称 滝沢中央病院 

所 在 中 滝沢市鵜飼狐洞笹森４２－２ 

電 話 番 号 ０１９－６８４－１１５１ 

診 療 科 内科、外科、婦人科、皮膚科 

 

②協力歯科医療機関 

名 称 岡田歯科医院 

所 在 中 岩手県八幡平市大更２５－１１７－２ 

電 話 番 号 ０１９５－７６－３６１６ 

 

③緊急時等家族連絡先 

 第１連絡先 第２連絡先 

氏 名   

住 所   

続 柄   

電話番号（自宅）   

電話番号（携帯）   

メールアドレス   

電話番号（勤務先）   
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１３．事故発生時の対応について 

  利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家

族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うと共に、必要な措置を講じます。 

[市町村（保険者）の窓口] 

盛岡北部行政事務組合 

所 在 地：岩手県八幡平市平舘第２７地割４９番地 

電 話 番 号：０１９５－７４－２７１６ 

  当事業所では利用者の怪我や事故等に備え損害賠償保険へ加入しております。 

 

１４．サービス提供の記録 

①サービスを提供した際には、提供した具体的なサービス内容等の記録を行うこととし、

その記録はサービスを提供した日から２年間保存します。 

②利用者は、事業所に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請

求することができます。 

 

１５．非常災害対策 

(1)事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組

みを行います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名：（管理者・高宮征宏） 

(2)非常災害に対処するための計画を作成し、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制

を整備し、それらを定期的に職員に周知します。 

(3)定期的に避難、救出、その他必要な訓練（夜間想定訓練を含む。）を年２回行います。 

(4)(3)の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

１６. 衛生管理等 

(1)利用者の使用する事業所、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管

理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

(2)必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

(3)事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置

を講じます。 

①職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

②事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員

会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底してい

ます。 

③事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

④職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染症の予防

及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施します。 

 

１７. 業務継続計画の策定等について 

(1)感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護福祉施設サービスの提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継

続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

(2)職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に
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実施します。 

(3)定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１８．相談・苦情の対応について 

(1)事業所における苦情の受付 

事業所のサービスについて、ご不明な点や苦情等ございましたら、当事業所の相談窓口

までお気軽にご相談ください。 

相談窓口 

窓口担当者：生活相談員 髙橋 純子 

受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日を除く） 

      午前８時３０分～午後５時 

解決責任者：施設長 高宮 征宏 

 

(2)行政その他の機関での受付窓口 

八幡平市役所 福祉事務所 
岩手県八幡平市野駄第２１地割１７０番

地ＴＥＬ ０１９５－７４－２１１１ 

岩手県国民健康保険団体連合会保険介護

課（相談・苦情担当） 

盛岡市大沢川原三丁目７－３０ 

ＴＥＬ ０１９－６０４－６７００ 

岩手県福祉サービス運営適正化委員会 

盛岡市三本柳８－１－３ 

(ふれあいランド岩手内） 

ＴＥＬ ０１９－６３７－８８７１ 

 

１９. サービスの第三者評価の実施状況について 

事業所では第三者評価は実施しておりません。 

 

２０．重要事項の変更について 

重要事項説明書に記載した内容に変更が生じることが予想される場合には、あらかじめ

利用者および身元引受人に対し、その変更内容について書類を交付して説明します。 
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２１．重要事項の説明年月日 

指定短期入所生活介護サービス又は指定介護予防短期入所生活介護サービスの提供の開

始に際し、契約書及び本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

この重要事項説明書の説明年月日 令和   年   月   日 

 

事
業
所 

事業所名 
社会福祉法人松実会特別養護老人ホーム麗峰苑 

指定短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護 

事業所在

地 
岩手県八幡平市平舘第１３地割１番地１ 

管理者氏

名 
     高宮 征宏             

説明者氏

名 
生活相談員  髙橋 純子             

私は契約書及び本書面に基づいて事業所から重要事項の説明を受け内容に同意しました。 

 利 用 者 

住 所  

氏 名   

 

身元引受人 

住 所  

氏 名   
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（別表） 

〇看護職員及び介護職員の勤務体制 

職種 勤務形態 始業 終業 休憩時間 

看護職員 早番 1 6：30 15：15 1時間 

早番半日 1 6：30 10：30  

早番 2 7：00 15：45 1時間 

早番半日 2 7：00 11：00  

早番 3 7：30 16：15 1時間 

早番半日 3 7：30 11：30  

日勤 8：30 17：15 1時間 

半日 8：30 12：30  

遅番 1 9：30 18：15 1時間 

遅番 2 10：00 18：45 1時間 

遅番半日 1 13：15 17：15  

遅番半日 2 14：15 18：15  

遅番半日 3 14：45 18：45  

介護職員 早番 6：30 15：15 1時間 

早番半日 1 6：30 10：30  

早番 2 7：00 15：45 1時間 

早番半日 2 7：00 11：00  

早番 3 7：30 16：15 1時間 

早番半日 3 7：30 11：30  

日勤 1 8：00 16：45 1時間 

半日 1 8：00 12：00  

日勤 2 8：45 17：30 1時間 

半日 2 8：45 12：45  

遅番 1 9：45 18：30 1時間 

遅番半日 1 9：45 13：45  

遅番 2 10：45 19：30 1時間 

遅番半日 2 10：45 14：45  

遅番 3 11：15 20：00 1時間 

遅番半日 3 11：15 15：15  

遅番半日 4 11：45 15：45  

遅番半日 5 12：15 16：15  

遅番半日 6 12：45 16：45  

遅番半日 7 13：30 17：30  

遅番半日 8 14：30 18：30  

遅番半日 9 15：30 19：30  

遅番半日 10 16：00 20：00  

夜勤 17：00 9：30(翌朝) 2時間 

 


